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1.  22年3月期の業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 6,882 △11.4 2 △83.2 35 △32.5 21 ―

21年3月期 7,770 △10.4 16 246.6 51 46.7 △118 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 2.12 ― 1.0 0.7 0.0
21年3月期 △11.54 ― △5.2 1.0 0.2

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 4,831 2,201 45.4 219.82
21年3月期 5,062 2,160 42.6 215.65

（参考） 自己資本   22年3月期  2,195百万円 21年3月期  2,155百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 116 △33 △129 700
21年3月期 △41 △90 65 746

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 19 ― 0.9
22年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 19 94.3 0.9

23年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 2.00 2.00 ―

3.  23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

3,800 2.2 40 275.5 40 77.5 17 △9.0 1.70

通期 7,400 7.5 60 ― 60 71.0 25 18.1 2.50
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 10,370,800株 21年3月期 10,370,800株

② 期末自己株式数 22年3月期  381,289株 21年3月期  377,051株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提と
しています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

（ 当期の経営成績 ） 

 当期におけるわが国経済は、世界的な金融危機の余波も若干弱まり、一部景気の持ち直しが見られましたもの

の、円高、株安、雇用不安、更にはデフレの進行と予断を許さぬ厳しい状況のままに推移してまいりました。 

このような情勢下におきまして、当社は売上拡大を第一とした積極的な営業活動を展開してまいりましたが、通

期の業績につきましては、降雪が幸いして除雪用品の動きは順調に推移したものの、各企業における設備投資の縮小

や個人消費の冷え込み、価格競合等が大きく影響し、売上高は６８億８千２百万円（前期７７億７千万円）になりま

した。 

利益面につきましては、コストの低減・諸経費の節減等、全社をあげて損益改善に努力を重ねました結果、営業

利益は２百万円（前期１千６百万円）、経常利益は３千５百万円（前期５千１百万円）となり、当期純利益は２千１

百万円（前期は１億１千８百万円の当期純損失）となりました。 

 次に取扱品目別の業況についてご報告申し上げます。 

（ショベル類） 

 国内向けにつきましては、土木工事等の需要の低迷にともなう販売不振と海外製品との価格競合等で苦戦を重ねて

まいりましたが、降雪による除雪用スコップの売上が順調に推移し売上高は８億７千８百万円（対前期比 2.0％増）

となりました。 

輸出につきましては、円高等の影響もありましたが、価格対応等、拡販に努力いたしました結果、売上高は１億

２千３百万円（対前期比 16.9％増）となり、ショベル類全体といたしましては、売上高は１０億１百万円（対前期

比 3.6％増）となりました。 

（アウトドア用品類） 

 商品のアイテム数の増強を図り拡販に努力いたしましたが、個人消費の低迷が影響し、売上高は１７億９千９百万

円（対前期比 4.7％減）となりました。 

（工事・農業用機器類） 

 降雪による除雪用品の動きは順調に推移いたしましたが、土木建築関連の需要の低迷による受注不振もあって、売

上高は２２億３千５百万円（対前期比 5.1％減）となりました。 

（物流機器類） 

 業界内における設備投資の回復は見られず、引き合い件数の減少に拍車がかかるとともに、熾烈な価格競合等もあ

って、売上高は１８億４千５百万円（対前期比 27.8％減）となりました。 

  

（ 次期の見通し ） 
  

 次期の見通しといたしましては、海外経済の回復を背景とした輸出企業をはじめ大手企業の景況感は回復基調にあ

るとのことですが、当社の主力でもある物流機器類の需要は未だ低迷状態が続いております。また、個人消費の回復

も期待薄で当社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況下にありますが、反面、前年末よりの降雪で市場におけ

る除雪用品の流通在庫は少なくなっており、同業他社との競合は厳しくなるものの売上増進に期待の持てる状態でも

あります。 

 このような状況を踏まえ、新製品の開拓、既存商品の改善、新規市場の更なる充実化を図る一方、ＩＴを駆使した

販売戦略等にも一層の注力を図るなど全社をあげて業績向上に邁進する所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

   

(2）財政状態に関する分析 

（ 資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

 ① 資産、負債、純資産の状況 

 当事業年度末の資産につきましては、前事業年度末と比べ２億３千１百万円減少し４８億３千１百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が４千４百万円、棚卸資産が１億９千１百万円それぞれ減少したことによるものであり

ます。 

 負債につきましては、前事業年度末と比べ２億７千１百万円減少し２６億３千万円となりました。これは主に支払

手形が９千５百万円、借入金が長短合わせて１億９百万円減少したことによるものであります。 

 純資産につきましては、前事業年度末と比べ４千万円増加し２２億１百万円となりました。これは主にその他有価

証券評価差額金が３千９百万円増加したことによるものであります。 

  

１．経営成績
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 ② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べて４千６百万円

減少し、当事業年度末には７億円となりました。 

 なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、１億１千６百万円（前期は４千１百万円の支出）となりました。これは主に仕入

債務の減少額が８千７百万円、貸倒引当金の減少額が５千７百万円となったものの、税引前当期純利益が５千４百万

円、たな卸資産の減少額が１億９千１百万円となったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、３千３百万円（前期は９千万円の支出）となりました。これは主に有形固定資産

の取得による支出と投資有価証券の取得による支出の合計３千７百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、１億２千９百万円（前期は６千５百万円の収入）となりました。これは主に長期

借入金の返済による支出１億７千９百万円によるものであります。 

  

（キャッシュ・フロー関連の経営指標の推移） 
  
（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 
  

  
 自己資本比率 ： 自己資本 ／ 総資産 
  
 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産 
  
 キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 
  
 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー ／ 利払い 
     

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

       す。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、業績に応じた利益配分を基本方針として、業績・配当性向・内部留保等を総合的に勘案し、株主各位に対

して安定的な配当の維持及び適正な利益還元をすることが経営の重要課題の一つとして考えております。 

 また、内部留保金につきましては、業容拡大のための設備投資、新製品の開発及び経営体制の効率化・省力化を図

るための投資等の他、資本構成の改善と株主利益の向上のため、自己株式の消却等、資本政策・配当政策の一環とし

て活用する所存であります。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づいて、業績、その他諸般の事情を勘案いたしました結果、１株につき

２円の配当を予定しております。また、次期につきましても１株につき２円の配当を見込んでおります。 

   今後もこの方針に基づき積極的な利益還元を目指していく予定であります。 

   

  第102期 第103期 第104期 第105期 第106期 

  平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期

自己資本比率 40.3 ％ 41.2 ％ 43.5 ％ 42.6 ％ 45.4 ％

時価ベースの自己資本比率 76.5 ％ 30.7 ％ 35.4 ％ 12.4 ％ 18.2 ％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 8.6 年 314.1 年 33.8 年  －     9.1 年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 7.4 0.2 1.6 － 6.4 
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(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成22年３月31日）において当社が判断したものでありま

す。  

 ａ．不良債権発生によるリスク  

 １社集中型の取引が多くなりつつある現況の中で、今後、債権管理をより一層強化していく方針ですが、予測不

能な事態が生じた場合には、業績と財務内容に悪影響を及ぼす可能性があります。  

 ｂ．季節商品依存によるリスク  

 季節商品の比重が大きく、需要期における多雨・少雪等、天候の状況によっては、業績と財務内容に悪影響を及

ぼす可能性があります。  

 ｃ．海外取引にかかるリスク  

 輸出については、アメリカ・イラン等主要輸出国での不況と急激な円高や円高の定着が長引けば、業績と財務内

容に悪影響を及ぼす可能性があります。  

 ｄ．災害等によるリスク  

 製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために設備における定期的な災害防止検査と設備点

検を行っております。しかし生産設備で発生する災害、停電またはその他中断事象による影響を完全に防止できる

保証はありません。従って大規模な地震やその他の操業を中断する事象が発生した場合、生産能力が著しく低下す

る可能性があります。 
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 当社の企業集団は、当社と１００％出資の非連結子会社１社で構成されており、同社ではショベル柄及び木製品の製

造をしております。  

    

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、創立以来「良品声なくして人を呼ぶ」をモットーに、品質第一主義の経営理念をもって、お客様の満足す

る製品・商品を提供し、品質に対する信頼を得てまいりました。 

 今後更に全員参加の品質保証システムを確立すると共に、自然環境との共生並びに少子高齢化時代を見据えた新た

な製品・商品開発にチャレンジし、お客様のニーズに機敏に対応出来る企業として、常に高い目標に向かって邁進し

社会に貢献することを経営の基本としております。 

   

(2）目標とする経営指標 

 当社は品質第一主義の経営方針に基づき、お客様に満足頂く製品の開発や品揃えを中長期的経営の重点目標として

おります。また、販路の拡大と粗利益率の改善を図る一方、販売費及び一般管理費の削減に努め合理的かつ効率的な

経営を推進し、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）をはじめ経営指標の向上を目指し、株主利益の拡大に努めてまいり

ます。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 当社の主力製品でありますショベル・スコップにつきましては、海外からの廉価品との競合等、厳しい環境下にあ

りますが、ユーザー志向に沿った製品の品揃えを目指し、名実共に業界トップの維持・確保に全力を尽くす所存であ

ります。 

 土農工具・園芸用品につきましては新製品の開発、既存商品の改善、改良を重視し更なる拡充を計る所存でありま

す。 

 物流システム関連商品につきましては、新規販路の拡大に加え、納入実績のあるユーザーに対するサービスの強

化・掘起しを重点に顧客の満足度を満たす営業活動と技術の向上に力を注ぐ所存であります。 

 また、少子高齢化時代に即応した安全で使いやすい商品の提供をはじめ防災関連用品等、時代の変化にマッチした

斬新的な商品企画・商品改革に全力を尽くす所存であります。 

 その他人材の育成につきましては、安全教育の徹底及びモラールの向上と規律正しい活力ある組織作りを目指し経

営の効率性を図ると共にコンプライアンスの徹底、適時適正開示、リスク管理等を含め内部統制の更なる充実に力を

注ぐ所存であります。 

     

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 834,493 789,567

受取手形 170,498 261,622

売掛金 1,198,539 1,144,448

商品及び製品 1,045,855 873,585

仕掛品 29,819 25,876

原材料及び貯蔵品 116,170 101,246

前渡金 3,548 －

前払費用 17,974 17,374

繰延税金資産 44,793 31,726

未収入金 341,487 288,732

その他 4,732 4,133

貸倒引当金 △11,120 △9,310

流動資産合計 3,796,793 3,529,002

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１  1,060,892 ※１  1,060,892

減価償却累計額 △805,699 △825,436

建物（純額） 255,193 235,456

構築物 139,991 139,991

減価償却累計額 △131,975 △133,601

構築物（純額） 8,015 6,389

機械及び装置 861,689 864,773

減価償却累計額 △771,384 △792,582

機械及び装置（純額） 90,305 72,191

車両運搬具 47,339 48,741

減価償却累計額 △43,473 △43,017

車両運搬具（純額） 3,865 5,723

工具、器具及び備品 384,328 396,343

減価償却累計額 △339,448 △363,129

工具、器具及び備品（純額） 44,879 33,214

土地 ※１  10,805 ※１  10,805

有形固定資産合計 413,064 363,780

無形固定資産   

商標権 238 182

ソフトウエア 33,134 24,750

電話加入権 4,909 4,909

無形固定資産合計 38,282 29,842
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  410,675 ※１  473,153

関係会社株式 50,876 50,876

出資金 7,629 7,629

破産更生債権等 62,367 6,249

長期前払費用 18,272 13,199

繰延税金資産 111,414 87,206

保険積立金 153,613 190,994

その他 65,385 89,385

貸倒引当金 △65,580 △9,527

投資その他の資産合計 814,654 909,167

固定資産合計 1,266,001 1,302,791

資産合計 5,062,795 4,831,794

負債の部   

流動負債   

支払手形 812,958 717,488

買掛金 474,931 485,195

短期借入金 ※１  780,000 ※１  850,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  179,180 ※１  117,563

未払金 37,594 10,982

未払費用 99,272 87,672

未払法人税等 39,229 8,915

未払消費税等 1,955 10,315

預り金 24,180 23,795

賞与引当金 41,900 35,900

為替予約 8,582 7,550

その他 3,160 2,550

流動負債合計 2,502,947 2,357,928

固定負債   

長期借入金 ※１  212,065 ※１  94,502

退職給付引当金 161,000 151,900

その他 25,861 25,861

固定負債合計 398,926 272,263

負債合計 2,901,873 2,630,191
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 829,600 829,600

資本剰余金   

資本準備金 509,408 509,408

資本剰余金合計 509,408 509,408

利益剰余金   

利益準備金 131,380 131,380

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 71,920 66,924

別途積立金 700,000 500,000

繰越利益剰余金 16,421 222,606

利益剰余金合計 919,721 920,910

自己株式 △33,512 △33,886

株主資本合計 2,225,217 2,226,032

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △64,926 △25,672

繰延ヘッジ損益 △5,089 △4,477

評価・換算差額等合計 △70,016 △30,150

新株予約権 5,720 5,720

純資産合計 2,160,922 2,201,602

負債純資産合計 5,062,795 4,831,794
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

製品売上高 966,833 1,001,854

商品売上高 6,803,432 5,880,845

売上高合計 7,770,265 6,882,699

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,083,053 1,045,855

当期製品製造原価 643,081 521,699

当期商品仕入高 5,119,268 4,442,830

合計 6,845,402 6,010,385

他勘定振替高 ※１  3,464 ※１  9,751

商品及び製品期末たな卸高 1,045,855 873,585

売上原価合計 5,796,082 5,127,048

売上総利益 1,974,183 1,755,651

販売費及び一般管理費 ※２  1,957,656 ※２  1,752,874

営業利益 16,526 2,776

営業外収益   

受取利息 1,585 1,010

有価証券利息 1,904 3,390

受取配当金 9,398 5,291

受取家賃 6,006 5,655

受取保険金 45,190 34,253

その他 4,648 9,615

営業外収益合計 68,735 59,217

営業外費用   

支払利息 19,522 18,562

手形売却損 8,431 6,913

その他 5,317 1,436

営業外費用合計 33,271 26,912

経常利益 51,989 35,080

特別利益   

固定資産売却益 ※３  29,583 －

貸倒引当金戻入額 － 19,245

特別利益合計 29,583 19,245

特別損失   

投資有価証券評価損 121,877 －

貸倒引当金繰入額 53,968 －

特別損失合計 175,846 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △94,272 54,326

法人税、住民税及び事業税 35,000 8,000

法人税等調整額 △11,129 25,150
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

法人税等合計 23,870 33,150

当期純利益又は当期純損失（△） △118,142 21,176
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 829,600 829,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 829,600 829,600

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 509,408 509,408

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 509,408 509,408

資本剰余金合計   

前期末残高 509,408 509,408

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 509,408 509,408

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 131,380 131,380

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 131,380 131,380

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 78,271 71,920

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △6,351 △4,995

当期変動額合計 △6,351 △4,995

当期末残高 71,920 66,924

別途積立金   

前期末残高 700,000 700,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △200,000

当期変動額合計 － △200,000

当期末残高 700,000 500,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 159,275 16,421

当期変動額   

剰余金の配当 △31,062 △19,987
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

別途積立金の取崩 － 200,000

買換資産圧縮積立金の取崩 6,351 4,995

当期純利益又は当期純損失（△） △118,142 21,176

当期変動額合計 △142,854 206,184

当期末残高 16,421 222,606

利益剰余金合計   

前期末残高 1,068,927 919,721

当期変動額   

剰余金の配当 △31,062 △19,987

別途積立金の取崩 － －

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △118,142 21,176

当期変動額合計 △149,205 1,188

当期末残高 919,721 920,910

自己株式   

前期末残高 △2,799 △33,512

当期変動額   

自己株式の取得 △30,713 △374

当期変動額合計 △30,713 △374

当期末残高 △33,512 △33,886

株主資本合計   

前期末残高 2,405,136 2,225,217

当期変動額   

剰余金の配当 △31,062 △19,987

当期純利益又は当期純損失（△） △118,142 21,176

自己株式の取得 △30,713 △374

当期変動額合計 △179,918 814

当期末残高 2,225,217 2,226,032

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △7,879 △64,926

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57,047 39,254

当期変動額合計 △57,047 39,254

当期末残高 △64,926 △25,672

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △8,001 △5,089

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,911 612

当期変動額合計 2,911 612
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期末残高 △5,089 △4,477

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △15,880 △70,016

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,136 39,866

当期変動額合計 △54,136 39,866

当期末残高 △70,016 △30,150

新株予約権   

前期末残高 5,720 5,720

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,720 5,720

純資産合計   

前期末残高 2,394,976 2,160,922

当期変動額   

剰余金の配当 △31,062 △19,987

当期純利益又は当期純損失（△） △118,142 21,176

自己株式の取得 △30,713 △374

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54,136 39,866

当期変動額合計 △234,054 40,680

当期末残高 2,160,922 2,201,602
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △94,272 54,326

減価償却費 76,205 85,515

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,700 △9,100

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,400 △6,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 63,001 △57,862

受取利息及び受取配当金 △12,889 △9,692

支払利息 19,522 18,562

投資有価証券評価損益（△は益） 121,877 －

有形固定資産売却損益（△は益） △29,583 －

売上債権の増減額（△は増加） 216,039 70,786

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,249 191,137

仕入債務の増減額（△は減少） △337,711 △87,845

その他 △69,741 △86,103

小計 △29,002 163,725

利息及び配当金の受取額 13,156 9,759

利息の支払額 △19,542 △18,353

法人税等の支払額 △5,853 △38,434

営業活動によるキャッシュ・フロー △41,242 116,697

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △38,956 △40,432

定期預金の払戻による収入 39,365 38,928

投資有価証券の取得による支出 △89,993 △11,519

有形固定資産の取得による支出 △47,390 △26,067

有形固定資産の売却による収入 34,656 －

無形固定資産の取得による支出 △27,319 －

保険積立金の払戻による収入 56,245 42,318

その他 △16,924 △36,813

投資活動によるキャッシュ・フロー △90,318 △33,586

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 70,000

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △122,374 △179,180

自己株式の取得による支出 △30,713 △374

配当金の支払額 △31,062 △19,987

財務活動によるキャッシュ・フロー 65,850 △129,541

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,710 △46,430

現金及び現金同等物の期首残高 812,266 746,555

現金及び現金同等物の期末残高 ※  746,555 ※  700,125

浅香工業㈱ （5962） 平成22年3月期 決算短信 （非連結）

－ 15 －



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下による簿価切下げの方法）であり、

評価方法は次のとおりであります。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

製品  移動平均法   

商品  移動平均法（但し、物流機器類の一部は個別

法） 

  

原材料 移動平均法   

仕掛品 同上   

貯蔵品 同上   

（会計方針の変更） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年７月５日公表分 企業

会計基準第９号）を適用しております。これによる営業

利益、経常利益及び税引前当期純損失に与える影響は軽

微であります。 

────── 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）  

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります 

 建物  ８年～50年 

 その他 ２年～40年  

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）  

同左 

無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

無形固定資産（リース資産を除く）  

同左 

リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する定額法によっております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。   

リース資産  

同左 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（230,237千円）につい

ては、平成13年３月期より10年による按分額を費用処

理しております。 

（3）退職給付引当金 

同左 

５．重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。 

５．重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建債務等 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ方針 

 外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リ

スクをヘッジするために社内規程等に基づき、過去

の取引事例を勘案し、現状の取引に対応して行って

おります。なお、短期的な売買差益を獲得する目的

（トレーディング目的）や、投機目的のためにデリ

バティブ取引を行うことはありません。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引においては、取引すべてが将来の外

貨建輸入取引に係るもので、実行の可能性が極めて

高いため、有効性の判定を省略しております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 
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会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成５年６月17日、平成19年３月30日改正 企業会計基準

第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成６年１月18日、平成19年３月

30日改正 企業会計基準適用指針第16号）を当事業年度よ

り適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更してお

ります。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。 

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありません。  

────── 
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表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（貸借対照表） 

１． 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において、「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」

として掲記されていたものは、当事業年度から「商品

及び製品」「原材料及び貯蔵品」とそれぞれ一括して

掲記しております。 

 なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品」「原

材料」「貯蔵品」は、それぞれ774,246千円、271,609

千円、108,049千円、8,120千円であります。 

２． 前期まで区分掲記しておりました「長期未払金」

は、負債及び純資産の合計額の100分の１以下となっ

たため固定負債の「その他」として表示しておりま

す。  

──────  

（損益計算書） 

 前期まで区分掲記しておりました「ファクタリング手数

料」は、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

 なお、当期の「その他」に含まれている「ファクタリン

グ手数料」は、3,125千円であります。  

──────  

（キャッシュ・フロー計算書） 

１． 投資活動によるキャッシュ・フロー「投資有価証券

の売却による収入」は、当期において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示しており

ます。 

   なお、当期の「その他」に含まれている「投資有価

証券の売却による収入」は、１千円であります。 

２． 前期まで「解約保険金受取による収入」として掲記

されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に

伴い財務諸表の比較可能性を向上するため、当期より

「保険積立金の払戻による収入」として表示しており

ます。  

──────  
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注記事項

（貸借対照表関係）

項目 
前事業年度

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

※１ このうち次のとおり担保に

供しております。 

    

(1）建物 243,528千円 224,748千円 

(2）土地 3,335  3,335  

(3）投資有価証券 34,316  34,475  

計 281,179  262,558  

債務の内容         

長期借入金（１年内に返

済予定のものを含む） 
383,561千円 212,065千円 

短期借入金 707,443  800,000  

計 1,091,004  1,012,065  

 ２ 受取手形割引高 485,942千円 464,510千円 

（損益計算書関係）

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 他勘定振替高 販売費及び一般管理費等への振替で

あります。 

販売費及び一般管理費等への振替で

あります。 

※２ 販売費及び一般管理費  販売費に属する費用のおおよその割

合は60％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は40％でありま

す。 

 主要な費用及び金額は次のとおりで

あります。 

 販売費に属する費用のおおよその割

合は ％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は ％でありま

す。 

 主要な費用及び金額は次のとおりで

あります。 

60

40

  販売旅費 千円77,902

運賃諸掛  307,736

業務委託費  152,573

役員報酬  78,480

従業員給料手当  653,051

法定福利費  98,053

貸倒引当金繰入額  10,380

賞与引当金繰入額  35,056

退職給付費用  78,319

賃借料  117,824

減価償却費  41,847

販売旅費 千円66,376

運賃諸掛  278,755

業務委託費  152,884

役員報酬  62,478

従業員給料手当  602,520

法定福利費  88,257

貸倒引当金繰入額  316

賞与引当金繰入額  30,353

退職給付費用  23,667

賃借料  111,036

減価償却費  57,467

※３ 固定資産売却益 固定資産売却益は次のとおりであり

ます。 

──────  

  土地 千円29,583   
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

 （注） 自己株式の増加360,472株の内351,000株は、平成20年11月17日開催の取締役会決議による自己株式の取得であ

り、9,472株は単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額  

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの 

４．新株予約権に関する事項 

（注） 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  10,370,800  ―  ―  10,370,800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  16,579  360,472  ―  377,051

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  31,062 利益剰余金  3.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  19,987 利益剰余金  2.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数 （株）
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

第１回新株予約権 普通株式  2,000,000  ―  ―  2,000,000  5,720
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当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

 （注） 自己株式の増加4,238株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額  

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの 

４．新株予約権に関する事項 

（注） 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  10,370,800  ―  ―  10,370,800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  377,051  4,238  ―  381,289

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  19,987 利益剰余金  2.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  19,979 利益剰余金  2.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数 （株）
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

第１回新株予約権 普通株式  2,000,000  ―  ―  2,000,000  5,720

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 834,493千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △87,937  

現金及び現金同等物 746,555  

現金及び預金勘定 789,567千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △89,442  

現金及び現金同等物 700,125  
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前事業年度（平成21年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

    

（有価証券関係）

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

(1）株式  4,290  8,991  4,701

(2）債券  －  －  －

(3）その他  5,157  5,387  229

小計  9,447  14,379  4,931

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

(1）株式  409,922  323,980  △85,941

(2）債券  83,559  59,648  △23,911

(3）その他  17,175  12,607  △4,567

小計  510,656  396,235  △114,420

合計  520,104  410,615  △109,488

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  50,876

その他有価証券   

非上場株式  60

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

債券          

その他  －  －  －  100,000

合計  －  －  －  100,000
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当事業年度（平成22年３月31日現在） 

１．子会社株式 

子会社株式（貸借対照表計上額 50,876千円）は市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。  

  

２．その他有価証券 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 60千円）は市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の（その他有価証券）には

含めておりません。 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

(1）株式  177,694  133,862  43,832

(2）債券  －  －  －

(3）その他  11,938  9,984  1,953

小計  189,632  143,846  45,785

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

(1）株式  200,114  290,878  △90,764

(2）債券  73,613  84,549  △10,936

(3）その他  9,733  12,348  △2,615

小計  283,460  387,777  △104,316

合計  473,093  531,624  △58,530
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（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けておりま

す。この退職金に充てるため、必要資金の内部留保の他

に適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っておりま

す。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けておりま

す。この退職金に充てるため、必要資金の内部留保の他

に適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っておりま

す。 

 なお、平成22年４月１日に適格退職年金制度を確定給

付企業年金制度に移行しております。  

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

（平成21年３月31日現在） （千円）

イ．退職給付債務 △308,941

ロ．年金資産残高 124,918

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △184,023

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 23,023

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △161,000

（注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

（平成22年３月31日現在） （千円）

イ．退職給付債務 △316,951

ロ．年金資産残高 165,051

ハ．退職給付引当金（イ＋ロ） △151,900

（注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  （千円） 

イ．勤務費用 67,414

ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 23,023

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 90,438

  （千円） 

イ．勤務費用 8,077

ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 23,023

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 31,101

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 

 変更時差異230,237千円については10年による按分額

を費用処理しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 

同左 
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（税効果関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）     

賞与引当金 17,053千円

退職給付引当金 65,527  

貸倒引当金繰入限度超過額 18,794  

投資有価証券評価損 57,923  

会員権評価損 18,546  

未払役員退職慰労金 21,502  

未払社会保険料 2,070  

その他有価証券評価差額金 44,561  

繰延ヘッジ損失 3,493  

その他 7,755  

繰延税金資産小計 257,229  

評価性引当額 △51,660  

繰延税金資産合計 205,569  

（繰延税金負債）     

買換資産圧縮積立金 △49,361  

繰延税金負債合計 △49,361  

繰延税金資産の純額 156,207  

  

（繰延税金資産）     

賞与引当金 14,611千円

退職給付引当金 61,823  

貸倒引当金繰入限度超過額 3,062  

投資有価証券評価損 57,923  

会員権評価損 18,546  

未払役員退職慰労金 10,525  

未払社会保険料 1,791  

繰越欠損金 6,620  

その他有価証券評価差額金 32,857  

繰延ヘッジ損失 3,073  

その他 5,691  

繰延税金資産小計 216,526  

評価性引当額 △51,660  

繰延税金資産合計 164,866  

（繰延税金負債）     

買換資産圧縮積立金 △45,932  

繰延税金負債合計 △45,932  

繰延税金資産の純額 118,933  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

（調整）     

交際接待費等永久に損金に算入されない項目 △4.5  

住民税均等割 △9.6  

評価性引当額 △53.0  

その他 1.1  

税効果会計適用後の法人税等負担率 △25.3  

法定実効税率 40.7％

（調整）     

交際接待費等永久に損金に算入されない項目 6.9  

住民税均等割 16.2  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0  

その他 △0.8  

税効果会計適用後の法人税等負担率 61.0  
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 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２．１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 「リース取引」「金融商品」「デリバティブ取引」「関連当事者との取引」「ストック・オプション等」 「賃貸

等不動産」につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しておりま

す。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 215円65銭 

１株当たり当期純損失（△） △11円54銭 

１株当たり純資産額 円 銭 219 82

１株当たり当期純利益 円 銭 2 12

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前事業年度

(平成21年３月31日) 
当事業年度 

(平成22年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円）  2,160,922  2,201,602

純資産の部の合計額から控除する金額（千

円） 
 5,720  5,720

（うち新株予約権（千円））  (5,720)  (5,720)

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  2,155,201  2,195,882

普通株式の発行済株式数（千株）  10,370  10,370

普通株式の自己株式数（千株）  377  381

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
 9,993  9,989

  
前事業年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △118,142  21,176

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
 △118,142  21,176

普通株式の期中平均株式数（千株）  10,241  9,991

希薄化効果を有していないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 20個） 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 個） 20

（開示の省略）
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(1）役員の異動（平成22年6月29日付予定） 
  
① 代表者の異動 

該当事項はありません。  
  
② その他の役員の異動 

該当事項はありません。  

    

(2）その他 
  
 （売上高内訳）  

（千円未満切捨） 

  

  

５．その他

期  別 
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

 増     減 

  

（ 自 平成 20年  4月  1日    （ 自 平成 21年  4月  1日      

             至 平成 21年  3月 31日 ）    至 平成 22年  3月 31日 ）   

 品 種 別 金  額 構  成  比 金  額 構  成  比 金  額 率  

シ 

ョ 

ベ 

ル 

類 

  千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 千円 ％

国  内  861,147  89.1    878,274  87.7    17,126  2.0

輸  出  105,685  10.9    123,580  12.3    17,894  16.9

小  計  966,833  100.0  12.5  1,001,854  100.0  14.6  35,021  3.6

  

  

  

用

品

類 

ア 

ウ 

ト 

ド 

ア 

  

国  内  1,882,515  99.7    1,791,696  99.6    △90,819  △4.8

輸  出  6,405  0.3    7,515  0.4    1,110  17.3

小  計  1,888,920  100.0  24.3  1,799,212  100.0  26.1  △89,708  △4.7

  

  

用 

機 

器 

類 

工 

事 

・ 

農 

業 

  

国  内  2,340,003  99.3    2,220,311  99.3    △119,691  △5.1

輸  出  16,984  0.7    15,552  0.7    △1,431  △8.4

小  計  2,356,987  100.0  30.3  2,235,864  100.0  32.5  △121,122  △5.1

物 

流 

機 

器 

類 

国  内  2,557,524  100.0    1,845,768  100.0    △711,755  △27.8

輸  出 ― ―   ― ―   ― ―

小  計  2,557,524  100.0  32.9  1,845,768  100.0  26.8  △711,755  △27.8

合  

  

計 

国  内  7,641,190  98.3    6,736,051  97.9    △905,139  △11.8

輸  出  129,074  1.7    146,648  2.1    17,573  13.6

合  計  7,770,265  100.0  100.0  6,882,699  100.0  100.0  △887,565  △11.4
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